
常務理事会 

（第61事業年度・第２回 

2026年５月22日常務理事会） 

 主な議事内容は次のとおりです。 

 

Ⅰ 審議事項 

１．会計制度委員会からの答申『「の

れんの非償却の導入及びのれん償却

費計上区分の変更」に関する情報要

請に対する意見』に関する件 

2026年４月１日に財務会計基準機構

から公表された、「のれんの非償却の

導入及びのれん償却費計上区分の変

更」に関する情報要請に対する意見を

取りまとめた旨の提案があり、審議の

結果、提案どおり承認された。 

２．制度整備・法改正担当常務理事及

び企業会計担当常務理事からの意

見具申『「「会社法制の見直しに関

する中間試案」に関する意見募集」

に対する意見』に関する件 

2026年４月２日に法務省から公表さ

れた、「会社法制（株式・株主総会等

関係）の見直しに関する中間試案」に

関する意見募集に対する意見を取りま

とめた旨の提案があり、審議の結果、

提案どおり承認された。 

３．企業会計担当常務理事及び制度整

備・法改正担当常務理事からの意見

具申『「コーポレートガバナンス・

コード～会社の持続的な成長と中

長期的な企業価値の向上のために

～（改訂案）」に対する意見』に関

する件 

2026年４月10日に金融庁及び東京証

券取引所から公表された、「コーポレ

ートガバナンス・コード～会社の持続

的な成長と中長期的な企業価値の向上

のために～（改訂案）」に対する意見

を取りまとめた旨の提案があり、審議

の結果、提案どおり承認された。 

 

 

４．会計制度委員会に対する諮問事項

及び専門委員会設置に関する件 

会計制度委員会に対し、委員会運営

細則第22条第２項に基づき新たに諮問

「ASBJ保険契約専門委員会等の審議に

係る活動のサポート及びASBJ等から公

表される保険契約に関する会計基準の

公開草案等に対する意見の検討及び提

言をされたい。」を発出するととも

に、当該事項を検討する保険会計専門

委員会を設置する旨の提案があり、審

議の結果、提案どおり承認された。 

 

Ⅱ 報告事項 

１．企業会計審議会総会及び企業会計

審議会監査部会（第56回）の報告に

関する件 

2026年４月24日に開催された企業会

計審議会総会について、「サステナビ

リティ情報保証部会」の設置と本部会

における審議の方向性について会議を

行うとともに、同日に開催された企業

会計審議会監査部会（第56回）につい

て、ISA 570「継続企業」の改訂及び

ISA 240「財務諸表監査における不正」

の改訂を踏まえた対応に関して会議を

行った旨の報告があった。 

２．「監査契約書及び監査約款」の各

種様式の更新に関する件 

2026年３月18日付けで法規・制度委

員会研究報告第１号「監査及びレビュ

ー等の契約書の作成例」の改正を公表

したことを受け、協会ウェブサイトに

掲載している監査契約書及び監査約款

の様式を更新した旨の報告があった。 

 

 

 

 

理事会 

（第61事業年度・第２回 

2026年５月22日理事会） 

 主な議事内容は次のとおりです。 

 

Ⅰ 会長報告 

南会長から、以下の項目について会則第

165条に基づく報告があり協議を行った。 

①会長動静 

②2026年４月20日に開催した会務運営諮

問会議 

③2026年４月22日に開催した日韓定期協

議 

④令和８年（2026年）春の叙勲 

⑤2026年５月21日に開催した日本税理士

連合会との意見交換会 

⑥地域会定期総会のスケジュール 

 

Ⅱ 審議事項 

１．総務委員会からの意見具申「品質

管理レビューの性格に関する規定明

確化に係る会則の一部変更」に関す

る件 

2026年３月18日開催の理事会において、

品質管理レビューの性格に関する規定明

確化のための会則変更要綱案が承認され

た。今般の一部変更は、この要綱案を基に

会則等を一部変更するものであり、審議の

結果、提案どおり承認し、定期総会に提案

することとした。 

２．第60事業年度事業及び会務報告に

関する件 

第60事業年度の事業及び会務報告に関

し、会則第142条第２項の規定に基づき、

2026年７月22日開催予定の第60回定期総

会において報告するため取りまとめた旨の

提案があり、審議の結果、提案どおり承認

された。 

 



Ⅲ 報告事項 

１．公認会計士会館等リニューアル工

事の完工に関する件 

公認会計士会館及びニッキン第２ビ

ルのリニューアル工事について2025年

１月８日に着工し、１年３ヵ月を経て、

2026年３月31日に完工した旨の報告が

あった。 

 

以 上 

（総務本部長 千葉正起） 


